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はじめに
　サブプライム問題の発生を契機に急速に深刻さを増した金融危機は、今年９月～１０月の米欧大手証券・銀行・保険会社の相次ぐ経営破綻によって、文字通り、世界規模の経済・金融危機に発展した。同時株安、原油安、ドル下落に歯止めがかからず、世界経済は現在「大恐慌」以来と云われる深刻な危機に遭遇している。とりわけ、創業１５８年の歴史を誇る米証券大手リーマン・ブラザーズの経営破綻と米政府・金融当局の“政策的錯誤”がもたらした衝撃は大きく、危機の行く方がどうなるか、また、それがどのような形で収拾されるのか、予測できない状況となっている。
　深刻な金融危機の進行と景気の急激な落ち込みを前に、米国および各国の政府・金融当局は、戸惑いつつも迅速に行動し、実体経済が被るダメージを最小限に止めるため、対応を急いできた。不良債権の買取り、公的資金の注入、銀行間融資の促進、預金者保護等が中心であるが、１１月１４～１５日にはワシントンで先進国・新興国（G20）による世界金融サミットが開かれ、同月１９～２０日にはペルーのリマでアジア太平洋経済協力会議(APEC)首脳会議が開催された。これら諸会議で採択された決議や行動計画が実施されれば、燃え盛る金融危機の火の粉を一時的にせよ払い除けることは可能となろう。
しかし、今回の危機は金融問題であると同時に、戦後資本主義発展とグローバル化の基本に関わる問題を内包している。長期的・短期的視点で本格的な対応が求められるのはそのためである。国際的・国内的に対策が採られたとしても、それが表面を糊塗する彌縫策に終始する限り、金融危機解決による世界経済の早期回復など望むべくもない。リーマン・ブラザーズ等米証券大手３社の消滅はウオール街と米国の繁栄を支えてきた米証券モデルの消滅を意味するが、同時に、住宅ブームや証券化ビジネスに象徴される“グローバル化モデル”の消滅と新自由主義による成長路線の行き詰まりも物語っている。
　バブル経済化とその破綻が繰り返され、金融資本主義化の動きが顕著になったのは８０年代以降で、折からの「金融自由化」の波に乗って急激に規模と速度を増した。しかし、この流れに物理的基礎を与えたのは、何といっても７０年代初頭世界経済を襲った国際金融機（ブレトンウッズ体制の崩壊）と石油危機、それに伴う低成長経済への移行である。とりわけ、変動相場制への移行による「為替の自由化」はリスクや危機も自由化（民営化）させ、デリバティブ（金融派生商品）等の開発を必然のものとした。
金融自由化の行き過ぎと野放しの過剰流動性に歯止めをかけ、不均衡・格差の是正、調和と持続性を考慮した世界経済の発展、そのための新しい世界経済・金融システムの構築をはかることは、今日、緊急の課題となっている。今回の危機を通じて、米国一極集中・ドル体制の限界が浮き彫りにされる一方、世界経済に占める東アジア経済の位置と役割、また、新興経済・産油国の「資本の出し手」としての役割等も明確になった。金融危機の発生と新興経済の台頭にみる世界経済の構造的変化の下で、調和と整合性に富んだシステムの構築がどこまで可能か、日本と東アジア諸国には特別な役割が期待されている。
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Ｉ．「サブプライム」から始まった世界経済・金融危機の衝撃
　１）サブプライム危機からグローバル金融危機へ
　　　　  　＊ その日、ウオール街は何を見た！
　　　　　　＊「米政策の失敗」から「米国一極集中時代」の終わりへ
　　   　 　＊“誰が世界を救うのか”－増幅する不信・不安とシステムの崩壊
　　　　２）米国発世界経済・金融危機の実相
　　　　　　＊ 住宅金融２社の政府管理はなぜ行われたか？
　　　　　　＊ リーマン・ブラザーズの経営破綻と米政府“政策錯誤”
　　　＊ AIG救済→ワシントン・ミューチャルの破綻→ＪＰモルガンによる買収
　　　　　　＊ 米政府・FRBと金融安定化法－誰が採択に反対したか？
　３）欧州に広がる危機と混乱－市場統合と自由化のツケ？
　　　　　　＊ 英・仏・独にみる金融危機の実相と政策的落差
＊ ベネルックス3国、欧州金融大手フォルテスを公的管理に
＊ アイルランド政府、６銀行の預金・社債を全額保護
＊ アイスランド大手銀行の国有化－敗れた金融立国の夢
II．金融危機への対応と不均衡問題　　　　　　　　　　
１）グローバル金融危機と各国の政策対応
＊ 米政府・金融当局の“政策錯誤”と金融安定化法
＊ 欧州諸国・日本の危機対策：足並みの乱れと危機の拡大
＊ チャンスと戸惑いに揺れるBRICｓと新興経済
2） バブル経済化とサブプライム危機
＊ サブプライム危機はなぜ起きたか？
＊ 複合・連鎖危機(原油、住宅、株・債券・為替)の現実
＊ 繰り返される経済のバブル化とその破綻
＊ グローバル金融資本主義への幻想
3） 「ブレトンウッズ体制」の崩壊とリスクの民営化
＊ ドル危機と変動相場制が生んだ為替の自由化とリスクの民営化
＊ ８０年代：金融自由化から際限ないリスクの自由化・民営化へ
＊ 野放しの過剰流動性が招くリスクと投機の横行・常態化
＊ 国際的資本移動－金融商品のためのグローバル市場の創出
　　　　　　
４）金融・生産・消費構造のグローバル化と不均衡問題
　　 ＊ グローバル化が促す新興経済への生産・消費市場の移し替え
＊ 富（資産）の集中とグローバルに拡大する不均衡・格差
＊ 米国の双子の赤字と世界の不均衡問題
＊ Washington Consensus→Post-Washington Consensus→Buenos Aires 
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III．世界経済・金融危機克服への方途
1） 米国発金融危機の克服に処方箋はあるか？
　　 ＊ 公的資金注入と米政府のためらいが招く不信と不安の増幅
＊ 為替相場の安定と流動性対策
＊ 信用市場および短期金融市場の機能回復を急げ！
＊ IMF・新興国向け融資制度の創設はどこまで有効か？
＊ 国際金融市場の規制・監督強化、機能向上は急務
2） グローバル金融危機と東アジア経済
＊ 世界同時株安→長期不況→東アジア経済
＊ 不況の克服→産業・企業の淘汰と改革
＊ ドル下落・米「双子の赤字」→不均衡是正→東アジアの課題
＊「金融・資源依存型」成長から「省エネ・調和型」成長へ
＊ 知識・教育・技術集約型、環境保全型産業・企業の育成
＊ 政策・制度の高度化による豊かな経済社会の実現
　終章：２１世紀世界経済・金融システムの構築と東アジア
